




  This study examined the relationship between beliefs in cooperation and learning behavior in the 
statistics class that incorporated group learning for university students. The class incorporated a 
flipped teaching and group learning and was conducted with 133 university students for an entire 
semester. Students’ beliefs in cooperation were measured at three time-points: beginning (T1), the 
middle (T2), and the end (T3) of the class, including four types of learning behaviors (i.e., engagement 
during class time, experiences of teaching for peer, experiences of being taught by peers, and working 
on the review of learning contents) at T2 and T3. Cross-lagged panel analysis of the data indicated 
that the usefulness of cooperation promoted engagement during class time, experiences of being taught 
by peers, and working on the review of learning contents. Additionally, individual orientation inhibited 
the experience of being taught by peers. Lastly, inequity inhibited the experience of teaching for peers. 
The functions of belief in cooperation in the context of group learning are discussed in this study. 
1. 問題と目的













1 The Relationships between Beliefs in Cooperation and Learning Behavior in the Statistics Class: Using 

















た (長濱・安永・関田・甲原, 2009)。 











 長濱他 (2009) による尺度開発の後，協同作業認識尺度はさまざまな学校段階における協
同的な学習に関するアセスメントツールとしての役割を担ってきた  (甲原, 2019)。根上 
























































2. 方 法 
 
2.1.  参加者とデータの収集手続き 
 参加者は，東海地方の大学 1 校に所属し，統計に関する基本的内容を扱う授業を受講した




参加者の所属する大学はクォーター制を導入しており，2019 年 9 月から 11 月に設定され
たクォーター3，同 11 月から 2020 年 1 月に設定されたクォーター4 と 2 つのクォーターで
連続する形で行われた 2 つの授業が対象となった。授業は，週に 1 回，計 16 回分（8 回×2
クォーター）行われた。調査は，FD (Faculty Development) の目的も兼ねて第 1 回（T1），第





2.2.  授業の概要 
本研究で対象とした 2 つの授業は，いずれも学科の必修科目として位置づけられている。
記述統計から推測統計，そして Microsoft Excel を用いた簡単なデータ分析処理の実習など
を内容として含んだ。授業担当者は著者ら 4 名であり，受講者全体を担当者の人数で割って

























2.3.  調査内容 
 協同作業認識尺度 長濱他 (2009) によって作成された尺度を用いた。協同効用（項目例
「一人でやるよりも協同した方が良い成果を得られる」など 9 項目），個人志向（項目例「周
りに気遣いしながらやるより一人でやる方が，やり甲斐がある」など 6 項目），互恵懸念（項
目例「協同は仕事の出来ない人たちのためにある」など 3 項目）の 3 因子からなる。協同作




という 4 つの選択肢の中から 1 つを選択させた。得点化にあたっては，逆転項目処理を行




て，「1. かなり友人に教えてもらった」「2. 多少は友人に教えてもらった」「3. 少しだけ友
人に教えてもらった」「4. 友人に教えてもらったことはない」という 4 つの選択肢の中から
1 つを選択させた。同様に教えた経験についても，「友人との教え合いについて」という一
文に続けて，「1. かなり友人に教えた」「2. 多少は友人に教えた」「3. 少しだけ友人に教え
た」「4. 友人に教えてはいない」という 4 つの選択肢の中から 1 つを選択させた。得点化に
あたっては，逆転項目処理を行い「1.かなり友人に教えてもらった / 教えた」が 4 点を示す
ようにした。本項目は，T2 と T3 の 2 時点で測定した。 
復習への取り組み e-learning システム上で任意で取り組むことのできる復習課題への取
り組みの頻度について尋ねた。「復習について」という一文に続けて，「1. 毎回やった」「2. 
ほとんどはやった」「3. たまにやった」「4. やらなかった」という 4 つの選択肢の中から 1
つを選択させた。得点化にあたっては，逆転項目処理を行い「1. 毎回やった」が 4 点を示
南山大学教職センター紀要第7号
31





以降の分析は，全てオープンソースの統計ソフトウェアである R 3. 6. 3 を用いて行った。 
3.1.  本研究で扱った変数の平均値の推移 
 本研究で測定した変数の記述統計量を Table 1 に示した。互恵懸念は一部 α 係数の低い数
値がみられたものの (α = .67～.77)，項目数の少なさも考慮して許容できる範囲と判断した。
次に，各変数の平均値の推移を検討するために，協同作業認識については時期を独立変数と
した 1 要因 3 水準の被験者内分散分析を行った。T2 と T3 の 2 時点で測定したその他の変
数については，時期を独立変数とした対応のある t 検定を実施した。 
その結果，協同効用，個人志向，互恵懸念のいずれも時期の主効果が有意であった (F (2, 
188) = 14.84 p < .001; F (2, 190) = 23.44 p < .001; F (2, 188) = 3.86 p < .05)。協同効用について
多重比較 (Shaffer 法) を行った結果，T2 と T3 はそれぞれ T1 よりも有意に協同効用の平均
値が高く (t (94) = 5.03 p < .001; t (94) = 4.59 p < .001)，T2 と T3 の間には有意な差はみられな
かった (t (94) = 0.03 n.s.)。次に，個人志向について多重比較 (Shaffer 法) を行った結果，T2
と T3 はそれぞれ T1 よりも有意に個人志向の平均値が低く (t (95) = 6.09 p < .001; t (95) = 
5.56 p < .001)，T2 と T3 の間には有意な差はみられなかった (t (95) = 0.44 n.s.)。最後に，互
恵懸念について多重比較 (Shaffer 法) を行った結果，いずれの時期の間でも有意な差はみら
れなかった (ts (94) = 0.54～2.42 n.s.)。以上より，協同効用と個人志向はそれぞれ T1 から T2
にかけてポジティブな方向に有意に変化したものの，T2 から T3 にかけては有意な変化は
みられなかった。また，互恵懸念については 3 つの時点にわたって有意な変化がみられなか
った。 
Mean SD α Mean SD α Mean SD α
協同効用 3.79 0.54 .77 3.97 0.58 .83 4.01 0.53 .81
個人志向 3.28 0.65 .71 2.98 0.71 .76 2.99 0.70 .74
互恵懸念 2.03 0.74 .68 2.02 0.79 .67 2.16 0.81 .77
授業時間中の取り組み ― ― ― 3.73 0.55 ― 3.51 0.58 ―
教えられた経験 ― ― ― 2.90 0.94 ― 3.02 0.83 ―
教えた経験 ― ― ― 2.52 0.80 ― 2.52 0.75 ―







組みについては T2 から T3 にかけて有意に得点の低下がみられた (t (101) = 3.23 p < .01; t 
(100) = 4.47 p < .001)。一方で，教えられた経験，教えた経験については有意な差がみられな




と T3 の 2 時点で測定されたデータを用いて交差遅延モデルから検討する。まず，本分析で









次に，Table 2 の相関行列をもとにして，SEM を用いた交差遅延モデルを実施した。なお，
協同作業認識については，項目の合成変数からなる観測変数として用いた。Figure 1 のモデ
ルに従い，協同作業認識別にそれぞれの学習行動との関連について検討した結果を Table 3
～5 に示した。分析の結果，協同効用の認知は，授業時間中の取り組み (β = .20, p < .05)，教
えられた経験 (β = .20, p < .05)，そして復習課題への取り組み (β = .21, p < .05) に促進的な
影響があることが示された。さらに，個人志向は教えられた経験に対して (β = -.22, p < .01)，
互恵懸念は教えた経験に対して抑制的な効果をもつことが示された (β = -.22, p < .01)。 
  
1 協同効用（T2）
2 協同効用（T3） .66 ***
3 個人志向（T2） -.46 *** -.38 ***
4 個人志向（T3） -.45 *** -.48 *** .68 ***
5 互恵懸念（T2） -.35 *** -.17 .22 * .27 *
6 互恵懸念（T3） -.33 *** -.39 *** .31 *** .38 *** .62 ***
7 授業時間中の取り組み（T2） .13 .19 -.06 .00 .00 -.14
8 授業時間中の取り組み（T3） .27 ** .15 -.10 -.11 -.13 -.12 .60 ***
9 教えた経験（T2） .08 .02 -.01 .07 -.07 -.02 .11 .29 **
10 教えた経験（T3） .15 .10 -.05 -.07 -.26 ** -.19 * .08 .18 .56 ***
11 教えられた経験（T2） .23 * .16 -.34 *** -.30 ** .16 .04 -.08 .05 .07 -.24 *
12 教えられた経験（T3） .31 ** .29 ** -.37 *** -.29 ** .12 -.01 -.01 .00 -.07 .02 .53 ***
13 復習への取り組み（T2） .11 .12 .05 .08 -.05 .01 .11 .25 * .37 *** .24 * -.08 -.17






























パスa .65 *** .66 *** .66 *** .66 ***
パスb .20 * .11 .20 * .21 *
パスc .11 -.03 .01 .05
パスd .58 *** .55 *** .48 *** .34 **








パスa .68 *** .68 *** .65 *** .68 ***
パスb -.06 -.04 -.22 * -.08
パスc .04 .08 -.08 .05
パスd .60 *** .56 *** .46 *** .36 ***
Table 4　個人志向についての交差遅延モデルによるパス係数の値（標準化係数）











4. 考 察 
 




教えられた経験，教えた経験，そして復習課題への取り組みの 4 種類を設定した。 
はじめに，各変数の平均値の推移をみると，協同効用と個人志向については T1 から T2













T2 から T3 にかけて協同作業認識に変化がみられず，学習行動の得点が低下した背景に





パスa .62 *** .62 *** .63 *** .62 ***
パスb -.13 -.22 ** .04 -.07
パスc -.14 .02 -.06 .04
パスd .60 *** .54 *** .52 *** .36 ***
Table 5　互恵懸念についての交差遅延モデルによるパス係数の値（標準化係数）

























































































4.2.  本研究の限界点と今後の課題 
最後に，本研究の限界点と今後の課題として以下の点が挙げられる。まず，本研究では学
習行動の指標として授業時間中の取り組み，教えた経験，教えられた経験，そして復習課題
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